

兵庫県新庁舎等整備プロジェクト基本計画策定支援業務
公募型プロポーザル

＜関係様式＞


　参加表明書							・・・様式１
　参加資格等に関する誓約書					・・・様式２
　技術職員調書						・・・様式３
　業務実績調書						・・・様式４
　配置予定技術者調書（総括責任者（管理技術者））		・・・様式５
　配置予定技術者調書（主任技術者）				・・・様式６
　協力事業者調書						・・・様式７
基本設計業務で予定する実施体制申告書　　　　　　　　　・・・様式８
従前成果物等閲覧申込書兼誓約書　　　　　　　　　　　　・・・様式９
質問書							・・・様式10
　事業提案書							・・・様式11
　見積書							・・・様式12




（様式１）Ａ４縦

令和　　年　　月　　日

参加表明書

兵庫県知事　様


所　　在　　地
名　　　　　称
代表者職・氏名





兵庫県新庁舎等整備プロジェクト基本計画策定支援業務委託公募型プロポーザルについて、募集要項に記載の内容を承知のうえ、期日までに関係書類を提出します。なお、提供を受けた資料及び情報は、県の了解なく公開又は本プロポーザル以外で使用しないことを誓約します。












	連絡窓口
	所　属
	
	電　話
	

	
	氏　名
	
	FAX
	

	
	役　職
	
	E-mail
	




（設計共同体の場合）
設計共同体の構成
	代表構成員
	事業者名
	

	
	分担業務
	

	
	分担する理由
及び具体的内容
	



	構成員１
	事業者名
	

	
	分担業務
	

	
	分担する理由
及び具体的内容
	



	構成員２
	事業者名
	

	
	分担業務
	

	
	分担する理由
及び具体的内容
	





注１　行が不足する場合は、適宜追加する。



（様式２）Ａ４縦

令和　　年　　月　　日

参加資格等に関する誓約書

兵庫県知事　様


所　　在　　地
名　　　　　称
代表者職・氏名


兵庫県新庁舎等整備プロジェクト基本計画策定支援業務委託公募型プロポーザルについて、参加資格等を満たしていることを別表１のとおり確認し、本プロポーザルに係る提出書類及び記載事項は事実と相違ないこと誓約します。
























	連絡窓口
	所　属
	
	電　話
	

	
	氏　名
	
	FAX
	

	
	役　職
	
	E-mail
	





別表１
	参加資格等
	確認内容

	
	単体企業の
場合
↓
	設計共同体の
場合
↓

	１　参加資格

	(1)
	県の測量・建設コンサルタント等業務入札参加資格者名簿に登載されている。
	☐	☐
（すべての構成員）

	(2)
	県の入札参加資格制限基準による入札参加の資格制限に該当せず、かつ県の指名停止基準に基づく指名停止を受けていない。
	☐	☐
（すべての構成員）

	(3)
	本プロポーザル手続開始日から契約締結の日までの期間において、会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更生手続開始の申立てがなされている者、又は民事再生法（平成11年法律第225号）に基づく再生手続開始の申立てがなされている者でない。
	☐	☐
（すべての構成員）

	(4)
	暴力団排除条例（平成22 年兵庫県条例第35 条）第２条第１号に規定する暴力団、同条第３号に規定する暴力団員又は暴力団排除条例施行規則（平成23 年兵庫県公安委員会規則第２号）第２条各号に規定する暴力団及び暴力団員と密接な関係がない
	☐	☐
（すべての構成員）

	(5)
	本プロポーザル及びその後の委託契約において、不正又は不誠実な行為を行わないことを誓約できる。
	☐	☐
（すべての構成員）

	(6)
	建築士法（昭和25年法律第202号）第23条の規定に基づく一級建築士事務所の登録を行っている。
	☐	☐
（代表者）

	(7)
	建築士法（昭和25年法律第202号）第10条第１項に規定する懲戒の処分を受けていない。
	☐	☐
（すべての構成員）

	(8)
	一級建築士の資格を有する者を、本件に従事する総括責任者（管理技術者）として配置する。
	☐	☐
（代表者）

	
	配置予定技術者は、参加表明書等の受付日以前に参加者の組織と直接的かつ恒常的に３か月以上の雇用関係を有している。
	☐	☐
（代表者）

	(9)
	平成22年４月以降に、次に掲げる全ての業務を元請けまたは設計共同体の構成員として受託し、業務を完了した実績を有している。
	☐	☐
	
	①官公庁施設（住宅を除く）又は延べ面積の２分の1以上を事務所の用に供する施設で、延べ面積10,000 ㎡以上の建築物の新築（増築）に係る基本計画策定またはそれに類するものに関する業務
	☐	☐
（代表者）

	
	②官公庁施設（住宅を除く）又は延べ面積の２分の1以上を事務所の用に供する施設で、延べ面積10,000 ㎡以上の建築物の新築（増築）に係る設計等に関する業務
	☐	☐
(基本設計受託予定者)

	
	③まちづくりに関する計画策定業務（景観計画や地区計画、再開発事業の計画策定）
	☐	☐
（構成員のいずれか）

	(10)
	デザインコンセプトへの助言等、業務の一部（主たる部分を除く。）を行う協力事業者については、(2)から(5)まで及び(7)の要件を満たしている。
	☐	―

	２　設計共同体における参加資格

	(1)
	設計共同体の構成員は、設計共同体の代表者を決め、代表者が本プロポーザル手続及び業務委託契約において全ての責任を持つ。
	―
	☐
	(2)
	全ての構成員は、上記１(1)から(5)まで及び(7)の要件を満たしている。
	―
	☐
	(3)
	設計共同体の代表者は、上記１(6)、(8)及び(9)①の要件を満たしている。
	―
	☐
	(4)
	設計共同体の構成員のうち、基本計画において県が整備することとなった施設等に関する基本設計業務を受託する予定の者は、上記１(9)②の要件を満たしている。
	―
	☐
	(5)
	設計共同体の構成員のいずれかは、上記１(9)③の要件を満たしている。
	―
	☐
	(6)
	デザインコンセプトへの助言等、業務の一部（主たる部分を除く。）を行う協力事業者については、上記１(2)から(5)まで及び(7)の要件を満たしている。
	―
	☐
	３　参加に対する制限

	(1)
	提出する参加表明書等及び事業提案書等は、それぞれ１点のみである。
	☐	☐
	(2)
	設計共同体の構成員になっていない。
	☐	―

	(3)
	他の設計共同体の構成員になっていない。
	―
	☐
	(4)
	協力事業者は参加者又はその構成員になっていない。
	☐	☐
	(5)
	次に該当する者でない。
①選定委員会委員及びその家族が主宰し、又は所属する事業者
②大学に所属する選定委員会委員の研究室に現に所属している者が所属する事業者
	☐	☐



（様式３）Ａ４縦

技術職員調書　（設計事務所における資格別技術職員数）
	分野
	資格
	人数
	小計
	合計

	建築
	総　合
	一級建築士
	人
	人
	人

	
	
	二級建築士
	人
	
	

	
	
	１級建築施工管理技士
	人
	
	

	
	
	木造建築士
	人
	
	

	
	
	２級建築施工管理技士
	人
	
	

	
	構造
	構造設計一級建築士
	人
	人
	

	
	
	一級建築士
	人
	
	

	
	
	二級建築士
	人
	
	

	
	
	１級建築施工管理技士
	人
	
	

	
	
	木造建築士
	人
	
	

	
	
	２級建築施工管理技士
	人
	
	

	
	積算
	一級建築士
	人
	人
	

	
	
	二級建築士
	人
	
	

	
	
	１級建築施工管理技士
	人
	
	

	
	
	木造建築士
	人
	
	

	
	
	２級建築施工管理技士
	人
	
	

	電気設備
	設備設計一級建築士
	人
	人
	

	
	一級建築士
	人
	
	

	
	建築設備士
	人
	
	

	
	技術士※１
	人
	
	

	
	１級電気工事施工管理技士
	人
	
	

	
	２級電気工事施工管理技士
	人
	
	

	機械設備
	設備設計一級建築士
	人
	人
	

	
	一級建築士
	人
	
	

	
	建築設備士
	人
	
	

	
	技術士※２
	人
	
	

	
	１級管工事施工管理技士
	人
	
	

	
	２級管工事施工管理技士
	人
	
	

	備考
１　複数の分野を担当する職員は、最も専門とする分野について記入し、複数の資格を有する職員は、いずれか一つの資格の保有者とし、重複計上はしないこと。
２　本業務に関わる職員数を（　）書きとし、内数で記入してください。
３　基準日は、令和８年１月１日現在としてください。
　　　　※１　電気分野の技術士は、電気電子部門（電気設備）とする。
　　　 ※２　機械分野の技術士は、機械部門（熱・動力エネルギー機器）、衛生工学部門（建築物環境衛生管理）のいずれかとする。










(様式４）Ａ４縦

	業務実績調書（参加者における業務実績）
	基本計画に関する業務

	業務名
	発注者
	施設の概要
	業務完了
年月

	業務内容
	
	用途
	構造
	面積
	完成年月日
	

	
	
	
	　－
  F／B
	　　　㎡
	平成・令和
年　月
	平成・令和
年　月

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	　－
  F／B
	　　　㎡
	平成・令和
年　月
	平成・令和
年　月

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	　－
  F／B
	　　　㎡
	平成・令和
年　月
	平成・令和
年　月

	
	
	
	
	
	
	

	備考
１　業務実績については、募集要項第２ １(9)を参考に実績を記入してください。
なお、契約ベースに拘らず、同一施設はまとめて記入してください。
２　構造は、構造種別-地上階数／地下階数を記述してください。（例：RC-5F/B1）
３　業務実績は施設の床面積が大きいものから３件以内で記入し、３件に満たない場合は空欄としてください。
４　記載した業務について、契約書（鑑）の写し及び施設の概要が確認できる平面図等の書類を添付してください。
５　PUBDIS※の登録がある場合は、その写しも提出してください。
※PUBDISとは、（社）公共建築協会の「公共建築設計者情報システム」のことをいいます。






(様式４）Ａ４縦

	業務実績調書（参加者における業務実績）
	基本設計に関する業務

	業務名
	発注者
	施設の概要
	業務完了
年月

	業務内容
	
	用途
	構造
	面積
	完成年月日
	

	
	
	
	　－
  F／B
	　　　㎡
	平成・令和
年　月
	平成・令和
年　月

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	　－
  F／B
	　　　㎡
	平成・令和
年　月
	平成・令和
年　月

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	　－
  F／B
	　　　㎡
	平成・令和
年　月
	平成・令和
年　月

	
	
	
	
	
	
	

	備考
１　業務実績については、募集要項第２ １(9)を参考に実績を記入してください。
なお、契約ベースに拘らず、同一施設はまとめて記入してください。
２　構造は、構造種別-地上階数／地下階数を記述してください。（例：RC-5F/B1）
　　また、免震構造を採用している場合は構造種別の後に「（免震）」と記載してください。
３　業務実績は施設の床面積が大きいものから３件以内で記入し、３件に満たない場合は空欄としてください。
４　記載した業務について、契約書（鑑）の写し及び施設の概要が確認できる平面図等の書類を添付してください。
５　PUBDIS※の登録がある場合は、その写しも提出してください。
※PUBDISとは、（社）公共建築協会の「公共建築設計者情報システム」のことをいいます。






(様式４）Ａ４縦

	業務実績調書（参加者における業務実績）
	まちづくりに関する業務

	業務名
	発注者
	業務の概要
	業務完了
年月

	業務内容
	
	
	

	
	
	
	平成・令和
年　月

	
	
	
	

	
	
	
	平成・令和
年　月

	
	
	
	

	
	
	
	平成・令和
年　月

	
	
	
	

	備考
１　業務実績については、募集要項第２ １(9)を参考に実績を記入してください。
なお、契約ベースに拘らず、同一施設はまとめて記入してください。
２　「業務内容」欄には、地区計画策定支援や市街地再開発事業計画等の実施業務の説明を記載し、「業務の概要」欄には計画の目的や規模等の具体的な内容を記載してください。
３　業務実績は３件以内で記入し、３件に満たない場合は空欄としてください。
４　記載した業務について、契約書（鑑）の写し及び施設の概要が確認できる平面図等の書類を添付してください。
５　PUBDIS※の登録がある場合は、その写しも提出してください。
※PUBDISとは、（社）公共建築協会の「公共建築設計者情報システム」のことをいいます。






(様式４）Ａ４縦

	業務実績調書（参加者における業務実績）
	官民連携に関する業務

	業務名
	発注者
	業務の概要
	業務完了
年月

	業務内容
	
	
	

	
	
	
	平成・令和
年　月

	
	
	
	

	
	
	
	平成・令和
年　月

	
	
	
	

	
	
	
	平成・令和
年　月

	
	
	
	

	
	
	
	平成・令和
年　月

	
	
	
	

	
	
	
	平成・令和
年　月

	
	
	
	

	備考
１　業務実績については、募集要項第３ ５(3)を参考に実績を記入してください。
なお、契約ベースに拘らず、一連の業務はまとめて１件として記入してください。
２　「業務内容」欄には、導入可能性調査、事業実施アドバイザリー等の実施業務の説明を記載し、「業務の概要」欄には事業の目的や規模等の具体的な内容を記載してください。
３　業務実績は５件以内で記入し、５件に満たない場合は空欄としてください。
４　記載した業務について、契約書（鑑）の写し及び施設の概要が確認できる平面図等の書類を添付してください。
５　PUBDIS※の登録がある場合は、その写しも提出してください。
※PUBDISとは、（社）公共建築協会の「公共建築設計者情報システム」のことをいいます。




（様式５）Ａ４縦

配置予定技術者調書（総括責任者（管理技術者））
	氏名 (しめい)
	
	年齢
	歳
	実務経験年数
	年

	資格名
	一級建築士（登録号：　　　　　　　　　）
	取得年月
	　　　年　　　月

	
	
	
	　　　年　　　月

	
	
	
	　　　年　　　月

	
	
	
	　　　年　　　月

	主な業務実績

	(平成22年４月以降に完了した同種又は類似の基本計画策定に関する業務)

	設計・業務名
	発注者
	構造・階数
延べ面積
	業務期間
	立場
	同種・類似

	
	
	　　/
㎡
	～
	年　　月
年　　月
	
	同種・類似

	
	
	　　/
㎡
	～
	年　　月
年　　月
	
	同種・類似

	
	
	　　/
㎡
	～
	年　　月
年　　月
	
	同種・類似

	(平成22年４月以降に完了した同種又は類似の基本設計等に関する業務)

	
	
	　　/
㎡
	～
	年　　月
年　　月
	
	同種・類似

	
	
	　　/
㎡
	～
	年　　月
年　　月
	
	同種・類似

	
	
	　　/
㎡
	～
	年　　月
年　　月
	
	同種・類似

	(平成22年４月以降に完了した官民連携に関する業務)

	業務名
	発注者
	面積
	業務期間
	立場
	

	
	
	
	～
	年　　月
年　　月
	
	

	
	
	
	～
	年　　月
年　　月
	
	

	
	
	
	～
	年　　月
年　　月
	
	

	主な手持設計業務量(令和８年１月１日現在の手持ち設計業務)　　　　合計（　　　　　　件）

	施設名及び所在地
	構造・階数
延べ面積
	履行期間
	立場

	
	　　/
㎡
	～
	年　　月
年　　月
	

	
	　　/
㎡
	～
	年　　月
年　　月
	

	
	　　/
㎡
	～
	年　　月
年　　月
	

	備考
　１　基準日は、令和８年１月１日現在としてください。
２　実務経験年数は、１年未満は切り捨てて記入してください。
３　同種又は類似の設計業務については、募集要項第３　５(3)を参照してください。
４　契約ベースに拘らず、同一施設における業務はまとめて記入してください。
　５　立場には、その業務における総括責任者（管理技術者）（管理）、○○担当主任技術者（○○主任）、○○担当技術者（○○担当）の別を記入してください。
　６　（同種）又は（類似）のいずれかに○をつけてください。
　７　主な業務実績は募集要項第３　５(3)に示す評価順位が高いものから３件以内で記入し、３件に満たない場合は空欄としてください。
８　記載した業務実績について、当該施設の概要が確認できる平面図等を提出してください。
　　なお、様式４に添付する図面等と同一となる場合は省略することができます。








（様式６）Ａ４縦

配置予定技術者調書（○○主任技術者）※総合、構造、電気設備、機械設備、まちづくり
	氏名 (しめい)
	
	年齢
	歳
	実務経験年数
	年

	資格名
	
	取得年月
	　　　年　　　月

	
	
	
	　　　年　　　月

	
	
	
	　　　年　　　月

	
	
	
	　　　年　　　月

	主な業務実績

	(平成22年４月以降に完了した同種又は類似の基本計画策定に関する業務)

	設計・業務名
	発注者
	構造・階数
延べ面積
	業務期間
	立場
	同種・類似

	
	
	　　/
㎡
	～
	年　　月
年　　月
	
	同種・類似

	
	
	　　/
㎡
	～
	年　　月
年　　月
	
	同種・類似

	
	
	　　/
㎡
	～
	年　　月
年　　月
	
	同種・類似

	(平成22年４月以降に完了した同種又は類似の基本設計等に関する業務)

	
	
	　　/
㎡
	～
	年　　月
年　　月
	
	同種・類似

	
	
	　　/
㎡
	～
	年　　月
年　　月
	
	同種・類似

	
	
	　　/
㎡
	～
	年　　月
年　　月
	
	同種・類似

	(平成22年４月以降に完了した官民連携に関する業務)

	業務名
	発注者
	面積
	業務期間
	立場
	

	
	
	
	～
	年　　月
年　　月
	
	

	
	
	
	～
	年　　月
年　　月
	
	

	
	
	
	～
	年　　月
年　　月
	
	

	主な手持設計業務量(令和８年１月１日現在の手持ち設計業務)　　　　合計（　　　　　　件）

	施設名及び所在地
	構造・階数
延べ面積
	履行期間
	立場

	
	　　/
㎡
	～
	年　　月
年　　月
	

	
	　　/
㎡
	～
	年　　月
年　　月
	

	
	　　/
㎡
	～
	年　　月
年　　月
	

	備考
　１　基準日は、令和８年１月１日現在としてください。
２　実務経験年数は、１年未満は切り捨てて記入してください。
３　同種又は類似の設計業務については、募集要項第３　５(3)を参照してください。
４　契約ベースに拘らず、同一施設における業務はまとめて記入してください。
　５　立場には、その業務における総括責任者（管理技術者）（管理）、○○担当主任技術者（○○主任）、○○担当技術者（○○担当）の別を記入してください。
　６　（同種）又は（類似）のいずれかに○をつけてください。
　７　主な業務実績は募集要項第３　５(3)に示す評価順位が高いものから３件以内で記入し、３件に満たない場合は空欄としてください。
８　記載した業務実績について、当該施設の概要が確認できる平面図等を提出してください。
　　なお、様式４に添付する図面等と同一となる場合は省略することができます。









（様式７）Ａ４縦

協力事業者調書
	１
	事務所名
	
	代表者名
	

	
	所在地
	

	
	各分担業務
	

	
	協力を受ける理由
及び具体的内容
	

	２
	事務所名
	
	代表者名
	

	
	所在地
	

	
	各分担業務
	

	
	協力を受ける理由
及び具体的内容
	

	３
	事務所名
	
	代表者名
	

	
	所在地
	

	
	各分担業務
	

	
	協力を受ける理由
及び具体的内容
	

	４
	事務所名
	
	代表者名
	

	
	所在地
	

	
	各分担業務
	

	
	協力を受ける理由
及び具体的内容
	



（様式８）Ａ４縦

基本設計業務で予定する実施体制申告書
	代表構成員
	事業者名
	

	
	分担業務
	

	
	分担する理由
及び具体的内容
	

	構成員１
	事業者名
	

	
	分担業務
	

	
	分担する理由
及び具体的内容
	

	構成員２
	事業者名
	

	
	分担業務
	

	
	分担する理由
及び具体的内容
	


提出した内容から変更があった場合は、契約を行わない。

（参考）基本設計業務で予定する協力事業者
	１
	事務所名
	
	代表者名
	

	
	所在地
	

	
	分担業務
	

	
	協力を受ける理由
及び具体的内容
	

	２
	事務所名
	
	代表者名
	

	
	所在地
	

	
	分担業務
	

	
	協力を受ける理由
及び具体的内容
	

	３
	事務所名
	
	代表者名
	

	
	所在地
	

	
	分担業務
	

	
	協力を受ける理由
及び具体的内容
	


協力事業者については、現時点で想定している者を記入してください。


（様式９）Ａ４縦
従前成果物等閲覧申込書兼誓約書

１　閲覧希望資料
　　（↓希望するものにチェック）
	□
	①「県庁舎等再整備基本計画策定支援業務」報告書（令和４年３月）

	□
	②「兵庫県　庁舎再整備に係る執務環境整備業務」報告書（令和２年６月）



２　希望日時
閲覧期間：令和７年12月22日（月）から令和７年12月26日（金）、
令和８年１月５日（月）から令和８年１月９日（金）
閲覧時間：午前10 時から午後４時まで（正午から午後１時を除く。）のうち30分間
	第１希望
	年    月    日（    ）   
	   　時   分 〜   時   分

	第２希望
	年    月    日（    ）   
	  　 時   分 〜   時   分

	第３希望
	年    月    日（    ）   
	   　時   分 〜   時   分


　
３　誓約事項
(1) 当該資料は、本プロポーザル業務参加の参考とする目的以外には使用しません。
(2) 当該資料を、協力事業者以外の第三者へ譲渡・転貸しません。
(3) 当該資料は、本プロポーザルの終了後、速やかに破棄します（電子データは完全消去、紙媒体は裁断等により復元不可能な方法で破棄します）。

上記のとおり誓約いたします。

【申込・誓約者】
企 業 名：
担当者名：
連 絡 先：[電話]　　　　　　　　　　　　　　
[FAX]　　　　　　　　　　　　　　
[E-mail]　　　　　　　　　　　　

（※事務局記入欄）
	決定した閲覧日時
	年    月    日（    ）   
	   　時   分 〜   時   分





（様式10）Ａ４縦

質問書

名　　称：兵庫県新庁舎等整備プロジェクト基本計画策定支援業務公募型プロポーザル
[bookmark: _Hlk214363619]企 業 名：
担当者名：
連 絡 先：[電話]　　　　　　　　　[FAX]　　　　　　　　　[E-mail]　　　　　　　　　　

	番号
	質疑事項
	回答

	１
	
	

	２
	
	

	３
	
	




【留意事項】
１　プロポーザル募集要項等に係る質問については、該当の頁・項番号等を明記してください。

（様式11）Ａ４縦


事業提案書

　兵庫県新庁舎等整備プロジェクト基本計画策定支援業務公募型プロポーザルにおける事業提案書を提出します。

令和　　年　　月　　日

兵庫県知事　様



提出者
	郵便番号
	

	所在地
	

	商号又は名称
	

	代表者
	

	建築士事務所
登録番号
	



連絡先担当者
	所属
	

	氏名
	

	電話
	

	ＦＡＸ
	

	Ｅ－mail
	





（様式12）Ａ４縦

見積書（１／２）

	名　称
	摘　要
	金　額
	備考

	【直接人件費】
	
	
	

	１．県庁舎機能整備基本計画
	
	
	

	(1)  与条件整理
	
	
	

	(2)  参考事例等調査
	
	
	

	(3)  整備機能・規模検討
	
	
	

	(4)  配置・動線計画
	
	
	

	(5)  平面計画
	
	
	

	(6)  断面計画
	
	
	

	(7)  意匠計画
	
	
	

	(8)  外構計画
	
	
	

	(9)  構造計画
	
	
	

	(10) 設備計画
	
	
	

	(11) 環境計画
	
	
	

	(12) ＢＣＰ計画
	
	
	

	(13) セキュリティ計画
	
	
	

	(14) 事業計画・概算事業費算定
	
	
	

	(15) 計画図・ｲﾒｰｼﾞﾊﾟｰｽ作成
	
	
	

	
	小計
	
	

	
	
	
	

	２．モトキタエリア整備計画
	
	
	

	(1)  与条件整理
	
	
	

	(2)  参考事例等調査
	
	
	

	(3)  導入機能の検討
	
	
	

	(4)  民間事業導入可能性の検討
	
	
	

	(5)  施設配置計画
	
	
	

	(6)  歩行者空間計画
	
	
	

	(7)  緑化方針の検討
	
	
	

	(8)  景観形成方針の検討
	
	
	

	(9)  ｴﾘｱﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ導入検討
	
	
	

	(10) 計画図・ｲﾒｰｼﾞﾊﾟｰｽ作成
	
	
	

	
	小計
	
	




（様式12）Ａ４縦

見積書（２／２）

	名　称
	摘　要
	金　額
	備考

	３．その他
	
	
	

	(1) 基本計画とりまとめ補助
	
	
	

	(2) 有識者委員会運営補助
	
	
	

	(3) 打合せ等
	
	
	

	
	小計
	
	

	
	
	
	

	【諸経費】（直接人件費）×1.1
	
	
	

	【技術料】｛（直接人件費）＋（諸経費）｝×0.15
	
	
	

	【特別経費】
	
	
	

	
	小計
	
	

	
	合　計
	
	

	
	
	
	

	
	消費税相当額
	
	

	
	
	
	

	委託料
	
	
	

	
	
	
	


※見積書は上記項目を参考としつつ、任意様式による作成も可とする。
2

